
２　いきいきと働き地域が輝く活力あふれる大分県

①挑戦と努力が報われる農林水産業の実現
（単位：千円）

 ○農業総合戦略会議の方向性を踏まえた農業の成長産業化

3,045,659 
(271,463)

2,066,769 
(0)

378,640 
(0)

20,000 
(0)

53,978 
(0)

29,113 
(0)

s

農林水産業の成長産業化に向け、農業総合戦略会議でとりまとめた「農業システム再生に向けた行動宣
言」に基づき、産地拡大、担い手育成から営農指導、流通販売強化まで包括的に対策を講じ、生産者・農業
団体・市町村による一体となった取組を後押しする。また、肉用牛の生産基盤を強化するための共同利用施
設の整備や、循環型林業の確立に向けた大径材の利用促進、養殖ブリの種苗の安定確保などに取り組む。
商工業では、ポストコロナに向け、多様な分野でＤＸを推進するほか、ＡＩ、ドローン等の先端技術の活

用による地域課題解決や新たな産業の育成に向けた支援などに積極的に取り組む。また、宇宙への挑戦で
は、人工衛星打上げに向けた準備を着実に進めるとともに、宇宙港を核とした経済循環の創出を促進する。
観光誘客では、デジタルマーケティングを活用した誘客・情報発信やアウトドアガイド認証制度の創設な

ど、新たな旅行者ニーズへの対応を強化する。

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算額

令和３年度
当初予算額

99

農業の成長産業化を着実に実行するため、産地振興、担い手育成・確
保及び農協改革に取り組む。 園芸振興課

　　　　 ほか
「農業システム再生に向
けた行動宣言」関連事業

大分県の顔となる園芸品目を育成し、生産拡大を図るため、短期集中
県域支援品目の「生産拡大計画」や、市町の「園芸産地づくり計画」に
基づき認定農業者等が行う栽培施設の整備等を支援する。
　・短期集中県域支援品目（ねぎ、ﾋﾟｰﾏﾝ、高糖度かんしょ、ﾍﾞﾘｰﾂ）
　　　補助率　２／３（県１／２　市町１／６）
　・産地拡大推進品目（市町の産地戦略に基づく品目）
　　　補助率　１／２（県１／４　市町１／４）
　・地域担い手支援品目（生産者の経営拡大計画に基づく品目）
　　　補助率　１／５　など

園芸振興課
おおいた園芸産地づく
り支援事業

101

短期集中県域支援品目の生産拡大を図るため、農業団体等が行う産地
課題の解消につながる取組に対し集中的かつ総合的に支援する。
　・白ねぎ調製作業の分業化に向けた共同調製場の整備支援
　　　補助率　２／３
　・ピーマン黄化えそ病対策に必要な防除資材の導入支援
　　　補助率　２／３（県１／２　市町１／６）
　・高糖度かんしょのウイルスフリー苗の生産拡大への支援
　　　補助率　２／３
  ・ベリーツ調製作業の分業化に向けたパッケージセンターの整備支援
　　　補助率　２／３　など

園芸振興課

100

短期集中県域支援品目
生産拡大推進事業

102

短期集中県域支援品目の有利販売を実現するため、全農おおいたが実
施する戦略的な販売促進活動を支援する。
　・白ねぎ・ピーマンの販路開拓アドバイザーの配置
　・高糖度かんしょの量販店における販促活動の強化
  ・ベリーツの高級量販店等と連携したキャンペーンの実施　など

おおいたブラ
ンド推進課

短期集中県域支援品目
販売戦略推進事業

104

マーケットニーズに即した園芸産地を育成するため、園芸産地づくり
計画の策定及び推進に関する取組に対し助成する。
　・市町が行う計画策定・推進への支援
　　　補助率　１／２　　限度額　１５万円
　・畑地化用の農地提供者に対する協力金の交付(３万円／１０ａなど)
　・土層改良経費への支援の拡充
　　　ほ場均平（排水性改善）　２．５万円／１０ａ　など

園芸振興課
園芸産地づくり計画策
定・推進事業

103

短期集中県域支援品目であるピーマン、高糖度かんしょ、ベリーツの
生産拡大を図るため、意欲ある生産者への栽培に適した優良農地の集
積・集約に取り組む。
　・園芸産地農地確保推進交付金の交付
　　　中間管理権を設定する地権者　３万円／１０ａ
　　　利用権を移転する現耕作者　１０万円／１０ａ
　・農地交渉補助員の配置

水田畑地化・
集落営農課

園芸産地農地確保対策
事業

新

特

特

特

新



193,883 
(186,636)

27,800 
(13,050)

231,883 
(51,514)

4,700 
(0)

19,978 
(8,353)

15,354
(11,910)

3,561
(0)

17,597
(5,646)

59,613
(48,213)

218,074 
(289,209)

10,948,058 
(10,946,237)

105

生産者の所得向上と経営安定を図るため、国の経営所得安定対策等制
度を活用するとともに、水田畑地化の取組を強化する。
【特】農地の出し手や畑地化の担い手への営農意向調査の実施
【特】集約農地を園芸適地化するための土壌調査の実施
　・地域農業再生協議会が行う畑地化推進の取組等への助成

水田畑地化・
集落営農課

水田農業構造改革推進
事業

106

中核的担い手への農地の集積・集約化を進めるため、人・農地プラン
の実質化が完了した地域の集積・集約化計画に基づく取組等を支援す
る。
【特】地域による園芸用農地の集積・集約化への協力金の交付
　　　　（１万円／１０ａ）
　・荒廃農地の畑地化に向けた簡易整備等への助成
　　　補助率　５／６（国１／２　県１／６　市町村１／６）　など

水田畑地化・
集落営農課

農地利用最適化促進事
業

107

肉用牛の生産基盤を強化するため、経営体が行う規模拡大に向けた畜
舎の整備や飼養環境の改善に対応する設備整備等を支援する。
【新】ＪＡおおいたが行うキャトルステーションの整備への助成
　　　　補助率　７／１０（国１／２　県１／５）
　・規模拡大のための施設整備費への助成
　　　　補助率　１／２（県１／３　市１／６）　など

畜産技術室
肉用牛競争力強化対策
事業

108

耕畜連携による資源循環型の農畜産業を実現するため、県域での堆肥
循環システムの構築や、モデル生産者等が取り組む省力的な生産が可能
な高栄養自給飼料の栽培を支援する。
　・堆肥の有効活用による飼料用トウモロコシの作付への助成
　　　補助率　１／２

畜産技術室
堆肥広域流通・飼料生
産拡大モデル事業

109

産地の生産力を高めるため、生産者が主体的に取り組む研修の場を設
けるとともに、モデルとなる経営体等が行う地域を牽引する取組に対し
助成する。
【特】おおいた農業ステップアップカレッジの開講
　　　　経営講座、異常気象対策講座、オーダーメイド型講座等
　・３農業経営体以上のグループが策定する異業種と連携したプロジェ
　　クトを支援
　　　補助率　３／４　　限度額　３００万円

新規就業・経
営体支援課

学び続ける経営体育成
支援事業

110

経営継承を促進するため、相談窓口の設置や早期継承の意識啓発研修
等を実施する。
【特】譲渡資産を客観的に評価する簡易査定の実施
【特】経営資源情報バンクの設置
　・経営継承コーディネーターの設置　など

新規就業・経
営体支援課

農業経営継承・発展支
援事業

111

生産者の技術の向上や営農指導員の指導力向上により、農業協同組合
の生産部会の活性化を図るため、農協が行う技術力の高い生産者を活用
した栽培講習や巡回指導等の取組に対し助成する。
　・補助率　１／２

団体指導・金
融課

営農指導体制強化事業

112

全国和牛能力共進会（令和４年１０月 鹿児島県）において優秀な成
績を収めるため、出品候補牛の飼養管理指導等を行うとともに、出品牛
の輸送費等に対し助成する。
　・実施主体　第１２回全国和牛能力共進会大分県推進協議会（全国和
　　　　　　　牛登録協会大分支部、全農大分県本部　等）
　・補 助 率　１／２

畜産技術室
第１２回全国和牛能力共
進会対策事業

113

おおいた和牛の認知度向上と流通拡大を図るため、小売店等に対して
戦略的なＰＲ対策を実施する。
【新】全国和牛能力共進会会場でのＰＲ支援
【新】大分市中心部におけるＰＲイベントの実施
　・県外店舗拡大支援（サポーターショップ、小売店）　など

畜産振興課
おおいた和牛流通促進対
策事業

114

国際化の進展に対応可能な生産性の高い酪農経営体制を構築するた
め、後継牛の能力向上や規模拡大の取組のほか、災害発生時の営農継続
を支援する。
【新】県酪農業協同組合が行う生乳分析機導入への助成（補助率1/3)
　・高能力乳牛留保のためのゲノム育種価検査料への助成（補助率2/3)
　・性判別精液による人工授精費への助成（補助率1/2）
　・優良雌牛導入貸付金（100万円/頭　新規80頭分）
　・搾乳牛増頭時の育成費への助成（6.9万円/頭　250頭分）　など

畜産技術室
酪農経営生産性向上対策
事業

115

農業生産基盤の強化を図るため、高収益作物の導入に向けた排水対策
工事など水田の畑地化に取り組むとともに、農地中間管理機構等により
集積された農地の大区画化を実施する。

農村の防災・減災力の強化を図るため、防災重点農業用ため池の耐震
化や農業水利施設の改修等を実施する。

農村基盤整備
課

（公）農業農村整備事業

特

特



 ○循環型林業の確立による林業・木材産業の成長産業化

2,007,013 
(1,770,491)

29,514 
(86,832)

216,998 
(241,699)

351,670 
(20,402)

31,940
(34,583)

 ○水産業の資源管理の強化と成長産業化

14,791 
(10,598)

45,284 
(0)

16,295
(6,984)

451,627
(27,720)

12,796 
(12,097)

116

人工林の伐期到来による素材生産量の増加に対応した林業・木材産業
の構造改革を推進するため、森林所有者等が行う路網整備や製材業者が
行う木材加工施設整備等に要する経費に対し助成する。
　・林業専用道開設(2.3～2.7万円/m)、森林作業道開設（2,000円/m）
　・搬出間伐（8.4～45.9万円/ha）、高性能林業機械（補助率1/3）
　・木材加工施設（補助率1/2）　など

林務管理課
林産振興室
森林整備室

林業成長産業化総合対策
関連事業

120

しいたけの消費拡大を図るため、生産者と流通事業者等が一体となっ
て行うブランド力向上や新たな消費者の獲得に向けた取組を支援する。
【新】著名人を起用したＰＲの実施
【特】「うまみだけ」を活用した新商品開発への助成
　　　　補助率　１／２　など
　

林産振興室
しいたけ消費拡大対策事
業

117

県産材の持続的な供給体制を強化するため、早生樹（コウヨウザン）
の増産に必要な施設整備等を支援する。
【新】早生樹の苗木生産を行う採穂園整備への助成
　　　　補助率　２／３（国１／２　県１／６）
【新】早生樹の苗木生産経費への助成（２０円／本）
　・コンテナ苗生産施設の整備への助成
　　　　補助率　２／３（国１／２　県１／６）　など

森林整備室
早生樹等苗木増産支援事
業

118

県産材の需要拡大と製材加工の低コスト化を図るため、木材の加工流
通施設の整備等を支援するとともに、大径材の利用促進の取組等を実施
する。
【特】県外プレカット工場への大径材製品のサンプル出荷
　・製材所等が実施する労働環境改善への助成
　　　補助率　１／２（県１／４　市町村１／４）　など

林産振興室
林業再生県産材利用促進
事業

119

県産材の利用促進を図るため、非住宅建築物の木造化・内装木質化に
要する経費に対し助成するとともに、県産材を活用した木造建築物の普
及に取り組む。
【新】公共・民間建築物の木造化・内装木質化への助成
　　　　補助率　１／２　など
　

林産振興室
木造建築物等建設促進総
合対策事業

121

ブリ類養殖業の周年出荷体制を強化するため、突発的なモジャコ不漁
に対応できる体制を構築するとともに、人工種苗を用いた養殖試験を実
施する。
【特】適正サイズに満たない小型天然モジャコの給餌技術の開発
【特】モジャコ不漁時に対応できる人工種苗供給体制の構築
　・出荷時期が調整可能な人工種苗の養殖試験の実施

水産振興課
ブリ類養殖業生産体制強
化推進事業

122

養殖ブリ類の安定生産を図るため、環境負荷を軽減した持続可能な養
殖手法を実証するとともに、海底環境の改善による赤潮発生の抑止技術
の確立に取り組む。
　・銅合金製網の浮沈式生け簀を活用した養殖手法の実証　など

漁業管理課
海洋環境保全型養殖推進
事業

125

県産水産物の流通拡大を図るため、大消費地での販促活動やコロナ禍
で増加した内食需要を確実に取り込むための取組を支援する。
【特】外食版パートナーシップ量販店でのフェアの開催
【特】対面販売を行う人材の育成や著名人によるメニューの開発　など

漁業管理課
県産水産物流通拡大推進
事業

123

沿岸漁業の振興を図るため、漁場整備や漁業近代化施設、流通加工施
設等の整備を支援する。
【新】ブリ加工施設の実施設計への助成
　　　　補助率　２／３（県１／３ 市１／３）　など

水産振興課
沿岸漁業振興特別対策事
業

124

沿岸漁業の振興を図るため、生産基盤の整備や漁業近代化施設の整備
を支援する。
【新】クルマエビ種苗生産施設の整備への助成
　　　　補助率　６．５／１０

水産振興課
沿岸漁業漁村振興構造改
善事業

特



 ○産地を牽引する担い手の確保・育成

768,994 
(777,607)

243,750 
(0)

77,892 
(31,000)

44,243 
(44,243)

22,574
(24,710)

 ○マーケットインの商品づくりの加速

41,324
(0)

88,862
(0)

61,000 
(44,063)

126

就農意欲の喚起と就農後の定着等を図るため、就農者に対し給付金を
交付する。
  ・独立･雇用準備型(国)150万円/年 最長2年間(研修1,200時間以上)
　・独立経営開始型 (国)150万円/年 最長3年間
　・親 元 準 備 型 (県)150万円/年     1年間(研修1,200時間以上)
　・親元経営開始型 (県)100万円/年 最長2年間(準備型給付期間含む)
　（独立型の対象者は50歳未満。親元型の対象者は50歳未満から55歳未
　　満に拡充）

就農時５０歳以上５５歳未満の県外からの移住就農予定者に対し給付
金を交付する。
　・移住就農準備給付金の交付　100万円/年　最長2年間

新規就業・経
営体支援課

農業次世代人材投資事業

127

新規就農者や５年以内に経営を継承する親元就農者の早期の経営確立
を図るため、機械・施設の導入等を支援する。
　・機械・施設、家畜の導入、果樹・茶改植等への助成
　　　補助率　３／４
　　　限度額　独立経営開始型  (国)　３７５万円
　　　　　　　親元等経営継承型(国)　７５０万円

新規就業・経
営体支援課

新規就農者経営発展支援
事業

128

移住後速やかな就農や兼業での就農を希望する者など、多様な担い手
を確保・育成するため、市町が行うリース方式の圃場の整備を支援す
る。
【新】産地担い手ビジョンに基づく地域提案型スタートアップ圃場の整
　　　備への助成（補助率１／２）　など

新規就業・経
営体支援課

農業活性化・スタート
アップ圃場設置事業

131

持続可能な食料システムを構築するため、農林水産省が策定した「み
どりの食料システム戦略」に基づき、有機野菜等の生産・販売に取り組
む産地等を育成する。
　・市町村による有機農業者の組織化や産地計画策定等を支援
　・作業効率を向上させる施設機械整備への助成
　　　補助率　２／３（県１／３　市町村１／３）
　・専門家を活用した県域出荷組織の体制整備　など

地域農業振興
課

持続可能な豊かな有機産
地等活性化事業

129

林業経営等を担う人材を確保・育成するため、(公財)森林ネットおお
いたが行う｢おおいた林業アカデミー｣や、林業事業体が行うＯＪＴ研修
の経費に対し助成するとともに、研修生に対し給付金を交付する。
　・緑の青年就業準備給付金　(国)137.5万円/年(45歳未満)
　・中高年移住就業給付金　　(県)　100万円/年(45歳以上55歳未満)
　・造林ＯＪＴ型研修への助成（補助率1/2）
【新】ＷＥＢサイトを活用した情報発信　など

林務管理課
林業新規参入者総合支援
事業

130

　乾しいたけ生産技術の継承を図るため、しいたけ版ファーマーズス
クールを設置し、研修生への給付金の交付や生産施設の整備に要する経
費に対し助成する。
　・独 立 準 備 型　　75万円/年　2年間（600時間以上の研修）
　・独立経営開始型　　45万円/年（1年目）22万5千円/年（2年目）
　・親 元 準 備 型　　50万円/年　2年間
  ・親元経営開始型　　30万円/年（1年目）15万円/年（2年目）
　・雇　　用　　型　　60万円/年　2年間（雇用主に交付）　など
　（独立型、雇用型の対象者は50歳未満。親元型の対象者は50歳未満か
　　ら55歳未満に拡充）

林産振興室
乾しいたけ新規参入者支
援事業

132

消費者ニーズに応じた水田作物の生産・供給体制を強化するため、良
食味米及び麦・大豆の収量・品質の高位平準化に取り組むほか、高温に
強い水稲品種への転換を支援する。
　・高温に強い水稲品種「なつほのか」の産地拡大支援
　　　苗等購入費　補助率　１／４
　　　販促活動　　補助率　１／２
　・麦・大豆の生産機械導入等支援
　　　営農技術導入　　１．５万円／１０ａ
　　　機械・施設整備　補助率　１／２　など

水田畑地化・
集落営農課

水田農業産地力強化対策
事業

133

海外の市場を取り込み農林水産業者の所得向上を図るため、ブランド
おおいた輸出促進協議会等が行う輸出拡大の取組を支援する。
【特】現地商社と連携した日本食レストランフェアの開催
　・春節向けシャインマスカットの貯蔵技術確立など産地体制の構築
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

おおいたブラ
ンド推進課

農林水産物輸出需要開拓
事業

新

特

特



 ○元気で豊かな農山漁村づくり

1,866,312 
(1,873,256)

793,679 
(796,709)

346,583 
(35,308)

5,751 
(0)

②活力と変革を創出する産業の振興
（単位：千円）

4,145,751 
(2,810,717)

133,510
(0)

68,708
(58,722)

1,331,032 
(1,334,645)

16,768
(0)

139

民間事業者等のＤＸを推進するため、ＤＸに取り組む事業者と支援す
る企業を繋ぐパートナーシップの形成やモデル事例の創出に向けた伴走
支援等に取り組む。
　・ＤＸの必要性等を理解するセミナーや相談会の開催
　・ＤＸ推進パートナーの伴走によるモデル事例の創出　など

ＤＸ推進課
おおいたＤＸ共創促進
事業

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算額

令和３年度
当初予算額

138
ＤＸの推進・先端技術の
活用関連事業

産業、暮らし、行政など多様な分野でＤＸを推進するとともに、地域
課題の解決を図り、変革の波を起こし、ポストコロナに向けた構造改革
に繋げていくため、ＡＩ、ドローン等の先端技術に挑戦し、活用する。
　・１２７事業

商工観光労働
部ほか１０部
局

142

県内中小製造業の生産性向上による競争力強化を図るため、ものづく
り企業に特化した経営層向けのデジタル化促進講座やデジタル技術に精
通した自社人材の育成支援等を行う。
　・経営層を対象としたデジタル化促進講座の開催
　・技術者を対象としたデジタルものづくり人材創造塾の実施
　・ＩｏＴ、ＡＩ等を活用した生産性向上の取組への助成　など

工業振興課
デジタルものづくり推
進事業

140

民間事業者等のＤＸの取組を下支えするため、ビッグデータの利活用
に向けた連携基盤の整備や人材の育成等に取り組む。
　・小中学生向けプログラミングコンテストや高校生向け出前授業等の
　　実施
　・ＡＩ・ビッグデータ活用人材育成セミナー等の開催　など
【特】本県のＤＸ施策を加速するため、専門的知見と柔軟な思考を持つ
外部の副業人材をアドバイザーとして活用する。

ＤＸ推進課おおいたＤＸ推進事業

141

小規模事業者の経営力強化を図るため、商工会・商工会議所が行う経
営改善普及事業に要する経費及び商工会連合会が行う商工会指導事業に
要する経費に対し助成する。
【特】経営指導員のスキルアップによる小規模事業者のデジタル化支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

商工観光労働
企画課

小規模事業支援事業

134

高齢化や人口減少が著しい中山間地域の多面的機能の維持保全や棚田
地域の持続的発展等を図るため、中山間地域等直接支払交付金制度を活
用し、集落ぐるみの農業生産活動等を支援する。
　・第５期対策　令和２～６年度

地域農業振興
課

中山間地域等直接支払事
業

135 鳥獣被害総合対策事業

野生鳥獣による農林作物被害の軽減を図るため、集落全体で行う予防
対策、捕獲対策、狩猟者確保対策を総合的に支援する。
　・有害捕獲専従者に対する狩猟税の不徴収
　・捕獲報償金額　シカ　猟期内　　　　　　　　　　11,000円/頭
　　　　　　　　　　　  (ｼﾞﾋﾞｴ処理施設への直接持込13,000円/頭)
　　　　　　　　　　　　猟期外　　　　　　　　　　10,000円/頭
【新】シカ生息管理に向けた牧草地での囲いわな捕獲技術の実証
【新】ＩＣＴを活用した捕獲情報共有体制の構築　など

森との共生推
進室

136

健全で活力ある森林を育て、次の世代に引き継ぐことの大切さを伝え
るため、第４５回全国育樹祭及び併催・記念行事を開催する。
　・期間　令和４年１１月１２日（土）～１４日（月）
　・会場　県民の森、昭和電工武道スポーツセンターなど
　・内容　お手入れ行事、式典行事、全国緑の少年団活動発表大会など

全国育樹祭推
進室

全国育樹祭開催事業

137

水産資源の保護や、海や河川の環境保全の大切さを国民に訴えるとと
もに漁業の振興と発展を図るため、令和６年度に本県で開催する第４３
回全国豊かな海づくり大会に向けて、基本構想の策定等を行う。

漁業管理課
全国豊かな海づくり大会
開催準備事業

特

特

新



13,785 
(0)

63,809
(171,504)

10,000 
(0)

16,446
(16,446)

79,052
(54,052)

91,668
(84,404)

42,151
(30,236)

35,118
(42,602)

248,683
(185,516)

145

ホーバークラフト就航に向け、大分空港を起点とした県内各地への最
適な移動手段の検索や予約、決済等を一括で行えるよう、交通事業者等
と連携しＭａａＳを活用した実証に取り組む。

交通政策課
大分空港を起点とした
ＭａａＳ実証事業

宿泊事業者の経営力向上や課題解決を促進するため、デジタルデータ
の活用によるマーケティング支援等に取り組む。
　・観光統計プラットフォームの構築
　・観光統計プラットフォームの活用に関する相談窓口の設置　など

観光政策課
宿泊事業者デジタル活
用促進事業

144

大分空港における水平型宇宙港の実現を図るため、法令・技術関係の
調査や関係機関との調整を進めるとともに、スペースポートを核とした
経済循環（エコシステム）の創出に取り組む。
【特】本県に関心を持つ県外宇宙企業のプラットフォーム構築
【特】宇宙ビジネス人材育成講座の開催　など

先端技術挑戦
課

スペースポート推進事
業

衛星データの活用による地域課題の解決を図るため、事業化に向けた
検討や実証化への伴走型支援を行う。
　・活用例の紹介等を行うセミナーの開催
　・基礎知識の習得や事業検討ワークショップを行う講座の開催
  ・新事業の創出と国実証事業採択に向けた伴走型支援（２件）　など

先端技術挑戦
課

衛星データ活用推進事
業

150

畜産分野における生産性向上のため、スマート技術の活用等を支援す
る。
　・草地畜産基盤整備事業（一部）（29,679千円）
　　【新】搾乳ロボット導入への助成
　・肉用牛競争力強化対策事業（一部）（3,771千円）
　　　分娩監視システム・放牧個体管理センサー等のセンシング機器導
　　　入への助成

畜産技術室
（一部再掲）草地畜産
基盤整備事業
ほか２事業

151

林業分野における生産性向上を図るため、スマート技術の導入等を支
援する。
　・林業事業体強化推進事業（一部）（10,000千円）
　　　下刈り用アタッチメントや苗木運搬用ドローン導入への助成等
【新】森林資源デジタル情報活用支援事業（一部）（176,500千円）
　　ＡＩを活用した林相区分に基づく森林計画図の整備等
　・しいたけ増産体制整備総合対策事業（一部）（26,333千円）
　　【新】ＡＩ選別機導入への助成（補助率2/3(国1/2 県1/6)）
　・鳥獣被害総合対策事業（一部）（2,000千円）
　　【新】ＩＣＴを活用した捕獲情報共有体制の構築

林務管理課
林産振興室
森との共生推
進室

（一部再掲）林業事業
体強化推進事業
ほか６事業

（一部再掲）スマート
農林水産業技術普及拡
大事業
ほか９事業

149

農林水産業における生産性の向上を図るため、スマート技術の実証等
を行う。
【特】スマート農林水産業技術普及拡大事業（20,880千円）
　　　　ねぎ調製の効率化に向けた画像解析技術等の開発
　　　　ＡＩを活用した大葉の効率的な選別・結束の実証等
　・産地が取り組むﾌｧｰﾏｰｽﾞｽｸｰﾙ等支援事業（一部）（375千円）
　　【特】就農学校におけるモバイル機器導入への助成
　・水田農業産地力強化対策事業（一部）（3,838千円）
　　　スマート技術の導入に意欲的な生産者による現地実証等

地域農業振興
課
新規就業・経
営体支援課
水田畑地化・
集落営農課
　　　 　ほか

148

市場の成長が期待されるドローン産業の振興を図るため、地域課題を
解決するドローンの社会実装や研究開発等の取組を支援する。
【特】ドローン物流サービスの社会実装
　・ドローンアナライザーを活用した機体認証事例の創出
【特】スマートロボットを活用した業務効率化等に繋がるモデル事例づ
　　　くり　など

新産業振興室ドローン産業振興事業

147

県内のエネルギー関連産業の成長を促進するため、大分県エネルギー
産業企業会を中心に、本県の強みを生かしたエネルギー関連施策を展開
する。
　・大分県エネルギー産業企業会の取組
　　【特】大分県産水素のサプライチェーン構築に向けた実証
　　　水素関連分野への研究開発支援補助
　　　　補助率　２／３　　限度額　１，５００万円
【特】再生可能エネルギー導入可能性調査への助成

新産業振興室
エネルギー関連産業成
長促進事業

146

143

特

特



146,384 
(91,504)

12,300 
(0)

12,051 
(0)

12,840 
(4,653)

26,798 
(0)

7,000 
(0)

134,332 
(81,872)

8,963
(10,282)

3,449,179 
(3,639,177)

153 医療政策課

地域の実情に応じたオンライン診療を推進するため、オンライン診療
対応医療機関を見える化するとともに、在宅医療現場での実装、へき地
における実証に取り組む。
　・在宅医療現場におけるタブレットの導入支援
　・へき地における聴診音伝達システムの導入検証　など

（再掲）オンライン診
療推進事業

159

小・中学校での主体的・対話的で深い学びを推進するため、授業のイ
ノベーションを促すフロンティア校においてＩＣＴ活用による授業改善
等を実施するとともに、中山間地域等における遠隔教育の実証を行う。
　・個別最適な学びを実現するためのＡＩドリル等の導入
　・中山間地域等の小規模校における遠隔教育の実証　など

義務教育課
未来を創るＧＩＧＡス
クール推進事業（一
部）

工業団地開発推進事業

介護従事者の負担を軽減し離職防止を図るため、ＩＣＴ化やノーリフ
ティングケア（抱え上げない介護）等により働きやすい職場環境の整備
を行う事業所を支援する。
【特】介護ロボット等の導入支援を行うアドバイザーの配置
　・介護現場において書類作成業務等を行うＩＣＴ機器導入への助成
　　　補助率　１／２～３／４
　　　限度額　職員数　１～１０名　１００万円
　　　　　　　　　　１１～２０名　１６０万円
　　　　　　　　　　２１～３０名　２００万円
　　　　　　　　　　３１名～　　　２６０万円
　・ノーリフティングケア用福祉機器導入への助成
　　　補助率　１／２～３／４　　限度額　７５万円
  ・介護ロボット導入への助成
　　　補助率　１／２～３／４
　　　限度額　移乗支援・入浴支援　　　１００万円
　　　　　　　移乗支援・入浴支援以外　　３０万円　など

152 高齢者福祉課
（再掲）介護現場革新
推進事業

156

建設産業の生産性向上を図るため、ＩＣＴ施工に取り組む建設業者に
対し支援するほか、県発注工事においてカメラ映像を利用した遠隔臨場
等に取り組む。
　・建設機械のＩＣＴ化に取り組む建設業者への助成
　　　補助率　１／２　　限度額　１００万円

建設政策課

154

廃棄物の不法投棄を防止するため、監視カメラの設置など監視対策を
強化するとともに、メディア等による普及啓発を行う。
【新】ＡＩカメラを活用した不法投棄防止監視体制の強化 循環社会推進

課
（一部再掲）廃棄物不
法投棄防止対策事業

建設産業ＤＸ推進事業

155

自然災害が頻発・激甚化する中、県防災のさらなる高度化を図るた
め、ＡＩ等の先端技術の活用に取り組む。
【新】「おおいた防災アプリ」にマイ・タイムライン作成機能や家族グ
　　　ループ機能を追加
【新】ＳＮＳ分析情報システムを活用した情報収集
　・防災への先端技術の活用に関する防災テック検討会の開催　など

防災対策企画
課

（再掲）防災テクノロ
ジー活用推進事業

157

港湾施設の点検を迅速化・効率化するため、目視による点検に時間と
労力を要する沖防波堤等において、ドローンの撮影画像をＡＩで解析す
る実証実験を行う。

港湾課
港湾施設点検ドローン
活用推進事業

158

これからの時代を担う高校生の確かな学力の育成とグローバル教育及
びＳＴＥＡＭ教育を推進するため、英語４技能育成システムを構築する
ほか、先端技術を活用したＥｄＴｅｃｈ教材を引き続き導入する。
　・個別最適な学びを実現するためのＡＩドリル等の導入
　・ＳＴＥＡＭ教育のための学習用教材の導入

高校教育課
未来へつなぐ学び推進
事業（一部）

160

企業立地の促進を図るため、県土地開発公社や市町村等と連携し、工
業団地の整備を推進する。
【新】大規模工業団地整備を想定した支援制度の拡充 企業立地推進

課

特

特

特



86,018,082 
(86,088,376)

168,143 
(154,866)

5,012 
(0)

18,234 
(0)

」

③地域が輝くツーリズムの推進と観光産業の振興
（単位：千円）

119,574 
(103,163)

52,613 
(37,444)

19,804 
(0)

116,917 
(188,717)

192,109 
(147,464)

167

ツール・ド・九州２０２３を契機にサイクルツーリズムを推進するた
め、サイクルを活用した滞在型観光モデルコースの作成やＳＮＳを活用
した情報発信等に取り組む。 観光誘致促進

室
大分のサイクル魅力発信
事業

経営創造・金
融課

中小企業金融対策費

県産品の販路開拓・拡大及び定番化を図るため、バイヤーとの商談機
会の創出やおんせん県おおいた応援店でのテスト販売等に取り組むとと
もに、県産酒の消費拡大に向けたイベント等を実施する。 商業・サービ

ス業振興課
県産品販路拡大サポート
事業

小規模事業者等の計画的な事業承継や承継後の持続・成長を促進する
ため、経営者を伴走支援する人材や企業の後継者を育成するとともに、
後継者不在の経営者を対象としたセミナー・相談会の開催等を行う。 経営創造・金

融課

164

163

161

中小企業等の設備投資や経営の安定化等を図るため、制度資金の貸付
原資を預託する。（新規融資枠１，０００億円）
　・新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企業等の借入れ（が
　　んばろう！おおいた資金繰り応援資金）に対する利子補給
　・新型コロナウイルス感染症の影響でセーフティネット保証の認定等
　　を受け、経営改善や再活性化に取り組む事業者向け資金(100億円)
　　　　融資利率　１．３％　　　　　　保証料率　０．００％
【新】カーボンニュートラルの取組を後押しする資金の創設(10億円)
　　　　融資利率　１．８～２．０％　　保証料率　０．１５％
 
　〔債務負担行為　２，５１２，０４６千円〕

事　業　名

広報広聴課
おおいたブランド戦略強
化事業

169

ポストコロナにおけるインバウンドの復活に向け、特定国に依存せ
ず、中国を中心とした東アジア、東南アジア、欧米・大洋州などを対象
に誘客対策や情報発信を行う。
【特】東アジア文化都市事業と連携した誘客対策
【特】県内留学生を活用した情報発信　など

観光誘致促進
室

インバウンド推進事業

165

ポストコロナにおける国内観光客の復活に向け、デジタルマーケティ
ングの活用や本県ならではのコンテンツを生かした誘客対策等を実施す
る。
【特】デジタルマーケティングを活用した効果的な誘客の実施
　・観光コンテンツ強化に向けたワークショップ等の開催　など

観光誘致促進
室

国内誘客総合推進事業

観光客の受入体制を強化するため、観光統計調査等の分析を行うとと
もに、アウトドアガイド認証制度の創設や着地型旅行商品の造成等に取
り組む。
【特】自然型観光コンテンツの安全性確保等に資するアウトドアガイド
　　　認証制度の創設
　・観光統計調査等の分析、市町村等への情報提供　など

観光政策課

事業承継・引継ぎ促進事
業

162

新たなビジネスや雇用を創出し、地域経済の活性化を図るため、創業
の裾野拡大と成長志向の高い起業家の発掘・育成等に取り組む。
【特】中小事業者アトツギ向けの新規事業創出支援
【特】関東圏等在住の大分ゆかりのビジネスパーソンと県内スタート
　　　アップ企業等とのマッチング支援　など

経営創造・金
融課

おおいたスタートアップ
支援事業

166
ツーリズム推進基盤強化
事業

当　初　予　算　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算額

令和３年度
当初予算額

168

「おんせん県おおいた」のさらなるブランド力向上を図るため、ター
ゲットに応じた効果的な媒体を選択するとともに、最適なタイミングで
情報を発信する。
　・WEBマガジン「edit Oita」等による県外に向けた魅力情報の発信
　・首都圏、関西圏等を中心としたパブリシティ活動　など

特

新

特



④海外戦略の推進
（単位：千円）

20,977 
(0)

40,747 
(40,510)

61,000 
(44,063)

⑤いきいきと、多様な働き方ができる環境づくり
（単位：千円）

176,929 
(142,336)

51,161 
(51,555)

37,185 
(24,120)

当　初　予　算　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算額

令和３年度
当初予算額

令和４年度
当初予算額

令和３年度
当初予算額

事　業　名

174

福岡在住の若年者のＵＩＪターンを推進するため、福岡市中心部の拠
点施設「ｄｏｔ.（ドット）」を活用し、参加者の就職に対する意識や
関心レベルに応じて県内企業の情報発信を行うイベント等を実施する。
　・学生・ＵＩＪターン就職希望者向け就職イベントの実施　など

雇用労働政策
課

（再掲）県外若年者ＵＩ
Ｊターン推進事業

175
おおいた創生
推進課

求人が堅調なＩＴ分野への就職・転職による移住を促進するため、ｄ
ｏｔ.等を活用したイベントを開催するとともに、ＩＴ技術の取得講座
等を実施する。
　・ＩＴ企業と移住希望者のマッチングイベントの開催
　　（東京、大阪、福岡）
　・ＩＴ技術スクールの受講支援（定員５０人）　など
【特】人材が不足している保育士、介護職、看護職への県外からの就職
による移住を促進するため、情報発信や就職支援等を行うアドバイザー
を配置するほか、資格取得に向けた支援を行う。
　・スキルアップアドバイザーの設置
　・保育士を目指す移住希望者に対するオンライン講座の受講支援
　　　定員　１０人
　・介護職を目指す移住希望者に対する初任者研修講座の受講支援
　　　定員　１０人
　・看護職を目指す移住者に対する資格取得経費等への助成
      限度額　２０万円（１０人）

（再掲）スキルアップ移
住推進事業

170

海外の成長を取り込み本県産業の活性化を図るため、海外戦略に基づ
き、海外政府機関との連携を推進するとともに、民間事業者等が海外展
開しやすい環境を整備する。
【特】海外政府機関等とのＭＯＵ（基本合意書）締結による県内企業等
　　　の海外展開支援
　・香港での大分フェアの開催　など

国際政策課海外戦略総合対策事業

修学意欲が旺盛で優秀な留学生の経済的負担を軽減するため、奨学金
を給付する。
　・私費外国人留学生奨学金
　　　対象　学業・人物優秀な大学生等　　給付額 ３万円/月(８０人)
【特】意欲ある留学生の県内就職を促進するため、インターンシップ生
を積極的に受け入れ海外展開を図る県内企業を支援する。

国際政策課外国人留学生支援事業

173

本県へのＵＩＪターンを促進するため、移住相談員の配置をはじめ、
移住相談会やオンラインツアーを実施するほか、市町村と連携し、安心
して移住できる地域づくりや移住者への居住支援等に取り組む。
【特】移住支援活動に取り組む団体への助成
　　　　限度額　６０万円（県１／２　市町村１／２）
【特】県外からの移住者の住宅確保経費への助成
        子育て世帯　限度額　３０万円（県１／２　市町村１／２）
　　　　その他　　　限度額　２０万円（県１／２  市町村１／２）
　・宿泊施設等を活用したお試し移住経費への助成
　　　限度額　７２万円／地域（県１／２　市町村１／２）　など

おおいた創生
推進課

（再掲）ふるさと大分Ｕ
ＩＪターン推進事業

171

172

海外の市場を取り込み農林水産業者の所得向上を図るため、ブランド
おおいた輸出促進協議会等が行う輸出拡大の取組を支援する。
【特】現地商社と連携した日本食レストランフェアの開催
　・春節向けシャインマスカットの貯蔵技術確立など産地体制の構築
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

おおいたブラ
ンド推進課

（再掲）農林水産物輸出
需要開拓事業

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

新



12,494 
(2,765)

25,432 
(23,457)

25,413 
(32,779)

⑥女性が輝く社会づくりの推進
（単位：千円）

27,378 
(27,324)

53,213 
(48,421)

27,919 
(27,919)

7,492 
(0)

74,724 
(78,999)

177

女性が活躍でき、男女が共に働きやすい社会を実現するため、経済団
体と連携し、働く女性等のニーズに対応した支援を行うほか、企業、女
性、家庭の意識改革を促すセミナー等を実施する。
　・企業支援　【特】アンコンシャス・バイアス解消に向けた普及啓発
　　　　　　　女性の視点を活かした社内プロジェクトへの支援
　・女性支援　キャリア形成セミナーの開催（２講座）
　・家庭支援　男性の家事力ＵＰ推進セミナーの開催　など

県民生活・男
女共同参画課

女性が輝くおおいたづく
り推進事業

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

令和４年度
当初予算額

令和３年度
当初予算額

多文化共生社会を推進し外国人材から選ばれる大分県を実現するた
め、外国人が日常生活や社会生活を円滑に営み、安全に安心して暮らす
ことのできる受入環境を整備する。
　・外国人総合相談センターの運営
　・日本語教室ボランティア養成研修の実施
【新】コーディネーター派遣による企業内日本語教室の開催支援
　・災害時における外国人支援人材育成セミナーの開催　など

国際政策課外国人受入環境整備事業

176

技能検定の資格制度を活用した若年技能者の育成を図るため、在校生
の技能検定受検料を減免するほか、県内中小企業が行う人材育成に要す
る経費を助成する。
【新】２５歳未満の在校生に対する技能検定受検料の減免
　　　　減免額（県実施分）　９，０００円
　・若年者の技能士資格取得を支援する中小企業に対する助成
　　　補助率　１／２　　限度額　受検する従業員１人当たり５万円

若年技能者育成支援事業
雇用労働政策
課

土木建築企画
課

建設産業女性活躍推進事
業

180

働きたい女性が、仕事と家庭の両立など様々なニーズに応じて自分ら
しく働けるよう、就労に向けた伴走型支援を行う支援員を配置するほ
か、女性と企業とのマッチングイベント等を実施する。
【特】多様な職種の紹介や職場体験後のフォローアップ等を行う支援員
　　　の配置
【特】企業とのマッチングイベントや職場体験等の一体的実施
　・託児付き職業訓練の実施（８コース）　など

雇用労働政策
課

女性の多様な働き方支援
事業

181

建設産業における女性の活躍を推進するため、経営者向けトップセミ
ナーを開催するほか、ドローンによる測量や積算・コスト管理、情報発
信力などを習得するスキルアップセミナー等を開催する。
　・経営者向けトップセミナーの開催（３回）
　・スキルアップセミナーの開催（４コース×６回）　など

178

高齢化の進展等による福祉・介護ニーズの増大に伴う介護人材不足に
対応し、質の高い外国人介護人材を確保するため、関係機関と連携して
外国人介護人材の受入体制の整備等に取り組む。
　・外国人介護人材の新規雇用に要する経費への助成
　　　渡航費、入国手数料等
　　　　補助率　　  １／２　　限度額　１３万円
　　　入国後の待機期間の宿泊費
　　　　補助率　１０／１０　　限度額　１４万円
【新】介護福祉士を目指す外国人留学生に対する奨学金給付への助成
　　　　日本語学校　補助率１／３　　限度額　３２万円
　　　　養成施設　　補助率１／３　　限度額　１２万円　など

高齢者福祉課
（再掲）外国人介護人材
確保対策事業

179

182

女性の活躍を推進するため、女子生徒が理工系分野への興味・関心を
高める機会を提供するとともに、保護者などを対象としたイベント等を
実施する。
　・生徒や保護者、教職員を対象とした地区別講演会の開催
　・大学や企業を見学するバスツアーの実施
　・身近なロールモデルとの交流会の開催
　・ＳＮＳ等を活用した活躍する理工系女子の情報発信

私学振興・青
少年課

私立学校理工系女子育成
支援事業

183

教員が産休・育休を取得しやすい環境を整備するため、代替教員を早
期配置し、ゆとりある引継期間を確保する。
　・休暇・休業期間に入る１～４か月前の代替教員配置の拡充
　※１学期産休取得予定者に加え、２学期に産休取得予定の小学校及び
　　特別支援学校の学級担任教諭を対象に追加

教育人事課
教員の産休・育休取得促
進事業

特



667,582 
(672,189)

⑦活力みなぎる地域づくりの推進
（単位：千円）

500,000 
(500,000)

所管課

令和４年度
当初予算額

令和３年度
当初予算額

184

保育を必要とする家庭の経済的負担を軽減するため、第２子以降の３
歳未満児の保育料を全額免除する市町村に対し助成する。
　・対　象　認可保育所、認定こども園、認可外保育施設　など

こども未来課
（再掲）大分にこにこ保
育支援事業

185

地域活力の維持・発展を図るため、地域住民等が行う魅力ある地域づ
くりや特色ある取組を支援する。
　・チャレンジ枠　補助率　３／４以内　　限度額　２００万円
　・地域創生枠　　補助率　１／３～１／２以内
　　　　　　　　　限度額　３，０００万円（特認５，０００万円）
　　　　　　　　　支援期間　最長３年
　・地域活力拠点創出枠
　　　　　　　　　補助率　２／３以内　　限度額　３，０００万円
【新】空き家ビジネス活用支援枠
　　　　　　　　　補助率　２／３以内　　限度額　３００万円

おおいた創生
推進課

地域活力づくり総合補助
金

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要


